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日本の高等教育における初年次教育はどこへ向かうべきか
－時代を見据えた高等教育の新たな段階へと移行していくために－
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岡山理科大学教育開発支援機構学習支援センター(英語）
（2012年10月１日受付、2012年11月１日受理）
１．序論
ⅢLiberame,Dominc,…Ⅱこれは、ミサ曲、特にレクイエム中で用いられる章句の冒頭部分である。この言
葉には言い知れぬ不安からどうしても逃れたい、解放されたい、という強い気持ちが込められている部分で
もある。そして、この章句はⅡRequiemeternamdonaeis,Domine,etluxperpetualuceateis(彼らに永遠の「平安
(rCquiCm)」を与え、絶えざる光で照らしてください。）Ⅱと結ばれる。
大学全入時代を迎え、多様な学生を受け入れざるを得ない状況に置かれることとなった現在の多くの大学
にとっては、これまで経験することがなかったであろう「現実」から「早く解放されたい」という気持ちな
のではないだろうか。その「現実」とは、昨今言われている「入学してくる学生の学力多様化」や「高等教
育(主として大学)の大衆化」であり、ひいては「大学において学ぶ上で必要とされるべき基礎学力の欠如し
た学生の増加」であろう。あるいは、これまで多くの大学教員が思い描いていた「大学生」のイメージとは
異なる学生も大学へと進学してきているということもあるだろう。昨今の少子化などの影響により、必ずし
も目的を持って大学へ進学したのではなく、とりあえず大学へ進学しておこうという学生も、可能性として
は大学へ入ることができる時代になってきたのである。実際、多くの教育関係者や研究者が、ＭＴｒｏｗの示
した高等教育制度の発達段階’において日本の高等教育はほぼユニバーサル段階に突入したと指摘しており、
多くの大学で大衆化が進んでいるとしている(ｅｇ・佐藤,2005;Yamada,２００７;石倉,高島,原田,＆山岸,2008)。
中でも石倉他(2008)は、ユニバーサル段階に入ったと言っていい日本の高等教育において、「入学した大学
に誇りがもてない、大学生活で何をしたらいいのかわからない学生もはや珍しい存在ではない｡」（pl68)と
した上で、このことが大衆化の最前線にある大学だけでなく、入学選抜度が高い大学でも例外ではないと述
べている。彼らの指摘はおそらく多くの大学教育に関わっている者にとっては周知のことと言っても過言で
はあるまい。そして、なんとかこの現状を打開し、「平安」を得たいと,思っていることであろう。例えば、
2005年に日本リメディアル教育学会が設立されたが、その設立趣旨の冒頭で以下のようなことが述べられ
ている、
近年，１８歳人口の減少，大学入試の多様化などにより大学入学者選抜競争･が緩和され，文系，理
系をとわず大学生の基礎学力の低下が問題になっています。その結果，大学の授業の理解が-1-分でな
い学生が多数在籍する大学が増加しています。
また，新入生の基礎学力の状況を見ると，最近は同じ大学。学部。学科に入学する学生の間でもか
なりの学力の差が生じているのが現状です。大学での教育を成立させるためには，新入生に対する客
観的な基礎学力の測定，そして学力が一定の水準に達しない場合のリメデイアル教育が必要です。し
かし，従来これらの学生を対象とした調査・研究が十分に行われておらず，学力低下の急激な進行の
ＬＭＴｒｏｗが１９７３年に発表した概念であり、高等教育への進学率などをもとに三つの段階が示されている。その詳細は
Ｔｒｏｗ自身によって改訂が進められており、Ｔrow(2005)では、Ⅱ(1)clitc---shapingthcmindandcharactcrofarulingclass；
preparationfbrelitcroles；（２）mass--transmissionofskillsandpreparationfbrabroaderrangeoftcchnicalandcconomicelitc
roles;ａｎｄ(3)Llniversal-adaptationoftheiwholepopulation1torapidsocialandtechnologicalclIangeﾉ'(ｐｌ)としている。なお、
高等教育への進学率で区分するとElite(0-15％),Mass（16-50％),U11iversal(over５０％)であると説明している。
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中で，対象とする学生の増加に各大学現場での支援が追いついていません。（日本リメディアル教育
学会.2005）
そして、教育関係の学会でリメディアル教育に関連した研究の発表が増えてきたとはいえ、今後の大学の
趨勢を考えると組織的な研究と具体的な対応策を共有することが重要であると指摘し、具体的な成功事例の
研究、啓蒙活動の報告や社会への提言を行う場としてこの学会が設立された旨が述べられている。また、
2008年には初年次教育学会が設立され、初年次教育に関わるさまざまな内容を共有しようとする動きも観
られるようになってきた。このような動きはまさに現在多くの大学が直面している「現実」に対して、「平
安」を得たいとするものと言えよう。
本論文では、日本の高等教育、主として大学教育におけるリメデイアル教育および初年次教育がこれまで
どのような状況であり、現在どうなっているのか、そして今後どういった方向へと向かっていくべきなのか
を、これまで行われてきたさまざま研究や報告を概観するとともに、筆者自身が行ってきた教育活動および
学習支援活動の経験から得たことも踏まえながら論じていくものとする。当初、日本の高等教育においては
「リメディアル教育」にやや重点が置かれていたこともあり、その功罪についても可能な範囲で言及してい
きたい㈹
２「リメディアル教育」および「初年次教育」の登場と発展
２－１アメリ力における「初年次教育」
序論でも述べた「日本リメディアル教育学会」の設立をはじめとして、昨今の日本において「リメディア
ル(remcdial)」または「リメデイアル教育(remedialeducation)」という言葉は、高等教育の現場ではかなり浸
透してきたと言ってもいいだろう。例えば、インターネットで「リメディアル教育」をキーワードとして検
索したならば、数多くのインデックスに出くわすことになる２.
本来、リメデイアル(remedial)という語は「治療」を表すものであり、有本(2006)によると、「リメデイア
ル教育」はその発祥地であるアメリカで２０世紀初頭に「学力的に遅れた人に対して施す教育」を意味し、
英語の治療教育であったと述べている。やがて、１９７０年頃からは「学生自らが設定する学業や内的成長の
到達レベルに彼らを導くこと」を主眼とした「デベロップメンタル教育(DevelopmentalEducation)」へとその
主流が移行していくこととなっていったという(2006)。これらは多くの場合、初年次教育(First-year
Experiencc/First-yearSeminar)の一環として行われるものである。それでは、発祥地とされるアメリカでは初
年次教育をどのように捉え、どのように展開・発展させてきたのかを、もう少し詳しく観ていきたい。
河野(2003)では、日本での大衆化する大学教育のあり方と高大接続問題を検討するための素材提供を行っ
ているが、この中でアメリカの大学が大衆化の対策としてⅡFirst-Gcneration''３と呼ばれる層に対して学業支援
を行っている現状に注目し、アメリカの大学がⅡFirst-GenerationⅡに対してどのような関心を持ち、取り組ん
できたのかについて言及している。その一例として、ウィスコンシン大学システム(UniversityofWisconsin
Systcm)の－つであるウィスコンシン大学リバー・フォールズ校での実践を取り上げている。この大学には、
学生の学業面での努力と成功を支援することを目的とした「アカデミック゜サクセス゜センター(Academic
SuccessCenter)」があり、学生向けにさまざまなサービスやプログラムを提供している４が、その－つとし
２．国立|青報学研究所(NII)が提供している論文検索サービスCiNii(http://cLnii・acjp)において、「リメデイアル」をkeyｗｏｒｄと
して２０１２年９月６日(木)時点で検索した際、５１２件のインデックスがヒットした。また、「リメデイアル教育」を
keywordとして検索した際には、447件のインデックスがヒットした。
３．ⅡFirst-Generation11は字義通りには「第1世代」ということになるが、河野(2003)では「両親が、高校卒業後の教育歴をも
たない学生」（Pl27)のことであると述べている。また、「近親者の中で初めて大学に入学した学生、という意味での第
１世代」（plZ8)であり、大学によっては学士号を所有しない両親を持つ学生をⅡFirstGcnerationⅡStudentsをみなしている
と述べている。
4．このような取り組みは、ⅢThcWisconsillldcaⅡという理念に基づくものであり、現在では全米の数多くの州立大学運営
において基本原理となっている。この理念は、ⅢTheboundaricsofthecampusistheboundariesofthcstatcⅢと表現されるこ
ともあるが、根底には「州民全体:の教育レベルの向上が、産業や科学の発展、医療や福祉の充実などに貢献し、結果
として州民の生活レベルを底上げし、豊かさをもたらす」と言う考え方がある。
日本の高等教育における初年次教育はどこへ向かうべきか 3５
て提供されているSSS(＝SmdentsSupportServiceProgram)という、大学での学習をスムーズに進めていく上
で不利な社会的立場にある学生を積極的に支援し、彼らの学習継続比率や卒業率の上昇を目標とするプログ
ラムがあることに注目し、このプログラムが低所得者や障がい者とともに、ⅡFirst-Gcneration1'に対しても提
供されていることを紹介している。ＳＳＳプログラムで提供されている学習内容は以下の通りである(pl28)。
･学術アドバイザーとの協力による学問的アドバイス。
･大学での成功に必要な学習スキルの基礎教育。
･書くスキルの向上支援。
｡読み書きと数学に関するスキルの向上支援。
｡専門コースにおける個人指導。
｡英語のリスニング／スピーキングスキルの向上支援。
｡就職相談。
･中間評価使用におけるモニタリング。
･キャンパスライフのあらゆる面にかかわる支援。
これらはいずれも、入学後に大学での学習についていけない学生に対して大学教育で求められる基礎学力
を提供するものであると言え、こうした学生への学業面での支援プログラムはウィスコンシン大学のみなら
ずアメリカの多くの大学で提供されているものである。河野(2003)は、このような学業支援プログラムを
ウィスコンシン大学リバー・フォールズ枝がⅢFirst-Generation''に対しても提供されていることに着目し、そ
の背景的要因を考察している。その際、「大学第1世代」としてのⅡFirst-Generationi'の存在そのものはどの時
代、どの大学、どの階層にも観られるものであるので、それ自体は何ら新しいカテゴリーではないとしなが
らも、「９０年代のアメリカで'First-Gcneration'というカテゴリーが創出され、経済的不遇者や身体障害者など
と並ぶ大学における学習支援の対象として「発見」されるに至った背景は、一考すべき価値があろう。」
(p129)と指摘し、このカテゴリーが学習対象となった背景として、暫定的な検討であるとはしながらも、
以下の２つの要因がなんらかの関わりを持っているのではないかとしている(pplZ9=130)。
①アメリカの大学が高度な大衆化に対応せざるを得ない実状
②Ｋ－１ＺからＫ－１６への移行を志向する政策
各要因について、河野(2003)の見解を以下に整理してみる。要因①では、アメリカにおける高等教育の大
衆化は、女性、成人、留学生、学力不足の学生が新たに参入することによって生じたが、これまでの伝統的
学生が持っていた文化とは異なる文化を彼らは持っていたために、大学側が従来通りの教育を行うだけでは
不十分となってきたことが「リメデイアル教育」を実施する契機となったと述べている。しかし、その「リ
メデイアル教育」は結果的には大学が高校段階の補習を引き受けたに過ぎないものであり、大衆化の進行と
ともに大学予算を圧迫するようになる一方で、「リメディアル教育」が学力不足の学生の学力向上よりも大
学教育全体の低下や学位の価値低下を招くことがやがて明らかになってくると、大学での学業達成に不利な
立場にある学生たちに対して、財政的・内容的に効率的でよりよい支援を提供する方法を模索することに
なったのではないかと述べている。要因②では、1994年に制定されたⅡGoals2000:EducateAmericaAct
(PLlO3-227)Ⅲにおいて、全国共通教育目標が定められ、Ｋ戸１２における「目標一評価」の政策が採られるよ
うになったが、この連邦法によりこれまで取りこぼしてきた層を巻き込んだ教育水準向上を指向するように
なってきたことを挙げている。さらにこの連邦法においては、実社会で必要とされる準備をあらゆる学生に
させることを求め、これをベースにしたＫ－ｌ６の教育体系構築によりＫ－ｌ２と高等教育の接続を試みようする
狙いもあったと指摘している。これはすなわち産業構造が高度化するにつれてより高度な知識や技術が求め
られることになるため、就職するためには大学教育を必要とし、それによって大学進学率が上昇することか
ら、大学側にも''FirstGenerationⅢを含めたあらゆる学生に十分な準備をさせる必要性に迫られたからであろ
うと述べている。
要因①で指摘されている取り組みの変遷は、日本での初年次教育の展開を考えていく上で非常に興味深い
示唆を含んでいると考えられる。というのも、日本の高等教育環境においては「リメディアル教育」という
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名のもと、高校段階の補習的性格を帯びたものとしてスタートした感があるからである。これは、日本リメ
ディアル教育学会が設立されるに至った経緯からも窺えることでもある。また、日本での「リメディアル教
育」および「初年次教育」の本格的取り組みはまだ歴史が浅いこともあるので、一層見逃せないものと思わ
れる。また、要因②についても、昨今「キャリア教育」という側面から日本でも本格的な取り組みを行うよ
う文部科学省から通達が出されたこともあり、参考にできる点は多いだろう。
アメリカでの「初年次教育」の変遷について、山田(2005)をもとにさらに詳しく概観してみたい。山田
(2005)では、日本とアメリカでの「－年次(導入)教育」５への取り組みを比較するにあたって、さまざまな側
面からアメリカでの「－年次(導入)教育」について紹介と考察を行っているが、アメリカでの初年次教育の
起源と歴史的変遷についても概観している。先述の通り、現在のアメリカの高等教育機関では初年次教育は
ⅡFirst-yearExperience''またはⅡFirst-yearSeminarⅢと呼ばれることが多いが、このセミナーには新入生のオリエ
ンテーションという機能が付与されている。山田(2005)によると、大学でのオリエンテーションの重要性は
２０世紀初頭にはすでに指摘されているという。その例として、ハーバード大学総長ローレルが新入生とア
ドバイザーとの共同生活からなる大学利用生活の必要性と意義を説き、これを制度化することを提案したこ
とや、１９１０年にはスタンフォード大学学長ジョーダンが「新入生へのガイダンス教育の強化」を提案した
ことを紹介している。では、新入生へのオリエンテーションがどのように大学教育に組み込まれたのかとい
うことについてであるが、1888年にボストン大学においてフレッシュマン・オリエンテーション科目とし
て最初に制度化され、1911年にはリード大学で「大学生活コース」と命名されたフレッシュマン。オリエ
ンテーション科目に単位を付与する科目が初めて設置されるに至ったとしている。このコースは新入生全員
が履修する必修科目として設置され、大学生活と学問への適応を促進するための内容が重視されるもので
あった。その後、単位付与型のオリエンテーション科目を設置する大学が増え続け、１９３０年までには当時
の大学のＩ/３に当たる８２校で単位付与型のオリエンテーション科目が設置され、１９３８年では全大学新入生
の約９０％がフレッシュマン，オリエンテーション科目を履修したとされている。当時のフレッシュマン。
オリエンテーション科目は内容的には以下の三つの類型に分類できるとしている。
第一類型大学組織及び大学の機能、学生と大学との関係、学生同士の関係、学習習慣、新入生のカ
リキュラムに重点を置<もの
第二類型学習技術に重点をおくもの(思考方法論、学習方法論など）
第三類型学生を社会的かつ学問的に方向づける性格のもの
また、フレッシュマン。オリエンテーション科目では当時最新の教授法として注目を集めつつあった
「Discussion(討論)｣、「Laboratory(実験)｣、「OroupTherapy(集団療法)」等が積極的に導入され、一般的で
あった「講義」スタイルで学習した学生よりも、フレッシュマン・オリエンテーション科目を履修した学生
の方がより学習意欲も高く、また学習効果も高かったと調査報告６もなされているという。
このように「高校から大学への移行」という問題を重要視し、組織を挙げてカリキュラム構築をしてきた
と考えられるが、１９６０年代に入り、学習技術向上や学生生活への方向付けへの単位付与に対して教授団の
反対が強まり、内容についても時代に合わなくなったことと相まって、フレッシュマン・オリエンテーショ
ン科目は勢いを失っていった。再び脚光を浴びることとなったのは１９７０年代後半以降であり、山田(2005)に
よると「『高等教育の大衆化に伴う諸現象」が顕在化し始めた」（pl3)頃であるという。この頃に「フレッ
シュマン゜セミナー(FreshmcnSeminar)」と名前を変え、教育内容も、読み書き、情報検索、討論、発表など
のアカデミックスキルや大学での基本的なスキルを身につけることを目標として、時間管理法、就職支援、
ならびに友人や教員とのつきあいを円滑にする人間関係、コミュニティ活動、就職選択に関連する包括的な
内容で構成されるようになった。これらは現在でも基本的には初年次教育としての'iFirst-yearSeminarmの定
番となっていると山田(2005)は述べている。また、］970年代にフレッシュマン・セミナーがカリキュラム上
に復活してきた背景には、学生からのカリキュラム変革の要望、通学生主体へと変革した学生人口動態の変
5.主として新入生を対･象とするプログラムという面が強調されることが多かったため、当初は「－年次教育」または「導
入教育」と呼ばれていた。現在ではこれらの要素も含めて「初年次教育」と呼ばれるようになってきている。
６この調査報告は１９４１年に実施したネルソンの調査であると、山田(2005)では述べられている。
日本の高等教育における初年次教育はどこへ向かうべきか 3７
動、多様な学生の入学といった学生文化の変容といった、いわゆる「高等教育の大衆化に伴う諸現象」がこ
の頃から顕著化し始めたことにある、とも指摘している。「高等教育の大衆化」を拡大させた社会的背景の
一つとして、リンドンＢジョンソン大統領が「貧困との闘い」政策の一環として行った中等後教育７政策、
特に1964年の経済機会拡大令(EconomicOpportunityActofl964)と1965年の高等教育法(HigherEducationAct
ofl965)が大きく関わっていると山田(2005)は指摘している。この中等後教育政策には、①Educational
OpportunityGrants(大学の学部に在籍している低所得者用の奨学金プログラム)、②UpwardBoundProgram(主
としてmFirstGeneration''の子どもたちを円滑に大学へ移行させるために支援することを目的としたプログラ
ム)、③Work-StudyProgram(学生にキャンパス内外での仕事を提供するプログラム)、という三つの大きな柱
あったとしている。UpwardBoundProgramは現在でもＴＲＩＯと呼ばれるプログラムの一環として公立の学校
で継続されているものでもあり、河野(2003)で事例として紹介されているＳＳＳもこの一例である。このよう
な機会の平等を目指した高等教育政策の効果として、１９７０年代以降マイノリテイー学生や成人学生といっ
た非伝統型学生が増加し、「高校を修了できる学生や生徒は、ほぼ全員がもし望みさえすれば何らかの中等
後教育機関にアクセスできることがアメリカの高等教育の特徴である」（pl4)と言われるほどになっている
ことが挙げられる。
しかし、一方で「高等教育の大衆化」の拡大とともに学生の変化も進行することとなった。山田(2005)は、
基礎学力の低下という学力面での変化と、学生消費者主義の蔓延による学生の価値観の変化とを挙げている。
前者については、リメディアル教育を実施する大学の増加を促進したが、一方で奨学金獲得機会の増大に
よって学生は成績を高レベルに保つ必要性があるということなどの要因から、「教科内容の理解度にかかわ
らず良い成績をとることが可能である」と考える学生の増加をもたらすなどした、と述べている。さらには、
卒業率や次年度へ進級する割合を示すリテンション率の低下にもつながったとも指摘している。後者につい
ては、大学生に対して行われたアステインらの1997年の調査報告やレピンらの１９９８年の調査報告を挙げな
がら、困難な状況にある他人を助けるという割合は長期間大きな変化がないにもかかわらず、裕福な学生が
経済的に困難な状態にある学生の学費を負担していることへの強い不満を抱いていることから、「学生消費
者主義の台頭と他者へのシンパシーの低下を示唆しているといえよう」（Pl9)と述べている。これらはやが
て大学教育への批判となり、加えて1990年代以降アメリカの大学は高等教育への財政配分縮小と説明責任
(accountability)という問題にも対処しなければならなったため、大学は教育の場であるというティーチング
と学生が学ぶというラーニングとを重視したものへと変革を遂げていくこととなったとしている。現在
i'First-yearExperienceⅢや''First-yearSeminari'として実施されている「初年次教育」についても、高等教育機関
の機能やそこに関わる学生、教員などの諸活動を客観的に把握するために実施されるさまざまな調査
(assessment)とリンクさせ、全学カリキュラムの中で重要な位置に配置するような工夫を行い、説明責任を
果たそうとしていると指摘している。
以上のような概観を述べた上で、山田(2005)は、アメリカにおいて初年次教育の普及と切り離せない要因
として以下の３点を挙げている(pl67)。
大衆化現象と学生の変化
大学に求められるアカウンタビリティ
教育重視政策の充実
１
１
１
１
２
３
１
１
－
これらは日本の初年次教育に対してもそのまま当てはまる要因であると山田は指摘しているが、まさしく
今後の日本での「初年次教育」をどのように展開していくべきであるかを考える上で見逃せない視点となり
得るものと筆者も考えている。それでは、日本における「初年次教育」についてはどのように展開されてき
たのであろうか。
２－２日本における「初年次教育」
1991年に大学設置基準が大綱化され、一般教育・専門教育の区分の廃止や入学者選抜方法の多様化など
７．Ⅲpostsecondarycducation'1と呼ばれるもので、中等教育修了後に行われる教育一般を指す。大学教育のような高等教育
（highereducation)よりも広い概念と捉えられている。
西川患3８
による大学カリキュラムの変化と、中等教育における「ゆとり教育」の本質がさまざまな要因から中学。高
等学校の教育現場で十分に機能させることができず、折しもバブル経済崩壊後の社会構造の変化やそれに伴
う学習意識の変化などが社会的に顕著となってきた煽りを受けることで、結果として中等後教育で求められ
る学力水準を必ずしも満たせているとはいえないという事態が出現したこととが、新入生受け入れ時に学力
面において何だかの措置を執るべきではないかという動きへの契機になったのではないかと考えられる。林
(2003)によると、1991年大学審議会が出した答申「大学教育の改善について」を受けて、大学設置基準が改
正されたが、一般教育と専門教育の区分廃止など、各大学が４年間の学部教育を自由に編成することができ
ることなどが盛り込まれていた(大綱化)。しかし、大綱化以降の大学教育改革は、大学審議会が期待してい
た「教養教育。人間形成の充実」や「教養教育と専門教育の有機的連携の確保」といった方向性とは異なり、
専門教育を中心とした学部教育の編成へと進み、結果として一般教育課程ないし教養部の改組。解体が多く
の大学で進行するといった教養教育が軽視される風潮を生むこととなった。一方で、高等学校での科目選択
制が進んだ結果、学力゜教養レベルの低下と多様化が生じることとなり、「皮肉なことに、大学で教養教育
の強化が求められる時代に、それを担う教育体制が弱体化」（2003)することとなったのである。
また、沖(2011)では、「学力低下論争」を振り返って、青少年の生活実態調査や意識調査など国内のさま
ざまな調査を概観しながら若者の学力低下や学習意欲低下の原因究明と課題を考察しているが、学力低下は
確かにゆとり教育路線が始まった1980年代から進行し、特に1998年、1999年の改訂時期に急激に進行した
と考えられるとした上で、「しかし、それは学習指導要領だけが要因ではなく、期せずして同時に起こった
様々な社会構造の変化が青少年の意識を変容させ、将来や自分の人生に対する希望を奪っていったと考える
べきであろう」（pl42)と述べている。社会構造の変化としてはバブル経済崩壊後の価値観変容や経済的格
差の拡大、教育格差の拡大などがあり、青少年の意識の変容としては、テレピゲームの普及による家庭学習
時間の低下、同世代、特に下層からの同調圧力を受けて「頑張らないこと」、「将来より今の生活を楽しむ
こと」に目が向けられるようになった結果、「勉強しないことが格好いい」とさえ考える者が増加している
こと、直接的な人間関係を窮屈に感じる反面、仲間はずれにならないために携帯電話などの情報伝達機器を
手放せないこと、「オレ様化」のような誤った個人主義の拡大、「仮想的有能感」８といったことを挙げてい
る。かくして、中等後教育においてこのような若者を受け入れざるをえなくなったのである。
さて、「リメディアル教育」および「初年次教育」が重要な課題として大学カリキュラムにおいて位置付
けるべきであると一般的に認識されるようになってきたのはいつ頃なのであろうか。例えば、2005年に日
本リメデイアル教育学会が設立され、2008年には初年次教育学会が設立されたことはすでに述べたが、こ
れらの研究学会がこの時期に相次いで設立されたことは日本の高等教育のあり方が大きく変わらざるを得な
い転換期に差し掛かっていたことを示しているものと言えよう。特に、社会では少子化傾向が進むことによ
り、ZOO6年頃にはすべての大学(短期大学を含む)の定員と高等教育を志望すると考えられる18歳人口とがほ
ぼ同数となる、いわゆる「大学全入時代」を迎えることになるだろうと言われ、受け入れ先である大学側の
置かれた状況は「学生を選ぶ」立場から「学生から選ばれる」立場へと変化することとなったことは無関係
ではないだろう。
それでは、文部科学省が毎年まとめている「大学における教育内容等の改革状況について」から、大学が
どのように「リメデイアル教育」および「初年次教育」に対して取り組んできたのかを概観してみることに
する。この調査において、関連があると考えられる調査項目としては「高等学校での履修状況への配慮」が
該当すると考えられるので、この項目についてその変化を観てみると、２００２年度では「実施している」と
回答した国公私立は４０４大学(約５９％)、７９０学部(約４６％)であったと報告している９．また、配慮の内容とし
ては「補習授業の実施」と「既習組。未習組に分けた授業」が例として取り上げられており、「補習授業の
実施」については１６８大学２６６学部、「既習組。未習組に分けた授業」については１０２大学185学部が実施
していると回答していた。これが、２００４年度では「実施している」と回答した国公私立は４２７大学(約６１％)、
８速水は、昨今の若者の特徴を「自分には他の人と違った才能があると思うが、それはどのようなものか分からない」
ところにあるとし、これを「仮想的有能感」と名づけていると、沖(2011)にて紹介されている。
9．文部科学省(zOO4）「大学における教育内容等の改革状況について｣。本調査で使用された２００２年度(2002年５月１日
現在)の大学数(全６８７校)の設置者別内訳は、国立９９校、公立７５校、私立５１２校、および放送大学１校であり、学部
数(全１７３２学部)については、国立３５１学部、公立１２７学部、私立1,225学部、および放送大学１学部であった。
日本の高等教育における初年次教育はどこへ向かうべきか 3９
Tableｌ「問１．貴学では入学者の学力低下や未履修が問題になっていますか(－つ選択)」に対する回答(、＝291）
回答内容 回答数 全体に対する割合
Ｌ学力低下が問題となっている
2.未履修が問題となっている
3.学力低下と未履修の両方が問題となっている
4.特に問題となっていない
5.無回答
6.その他
２６
１６
１０１
３９
％
％
％
％
％
％
３
５
７
４
３
８
３
５
４
３
０
２
４
３
１
８
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850学部(約４７％)であり、また配慮内容の「補習授業の実施」と「既習組。未習組に分けた授業」について
は、それぞれ159大学２６３学部119大学１９９学部となっていた’０．さらに、２００６年度では「実施してい
る」と回答した国公私立は４３６大学(約６１％)となっていた’１゜これらのことから、大学入学後において大学
教育において学力的に不十分と思われる学生に対する取り組みは少しずつであっても増加してきたことがう
かがえる。特に、「補習授業」という形で高等学校での履修を補充しながら、大学教育へと誘おうとしてい
たと考えられる。
ここで、２００６年度に関する調査に関して特筆すべき変化が起こっていることを指摘しておきたい。「初年
次教育の取組状況」という調査項目が新たに設定されており、しかも「初年次教育を導入している」と回答
した大学は５０１校(国立６７校、公立４５校、私立３８９校で、全体の約７１％)であることがこの調査から明らか
となったことである。この調査において文部科学省は、「初年次教育」を「高等学校から大学への円滑な移
行を図り、大学での学問的。社会的な諸条件を成功させるべく、主として大学新入生を対象に作られた総合
的教育プログラム。高等学校までに習得しておくべき基礎学力の補完を目的とする補習教育とは異なり、新
入生に最初に提供されることが強く意識されたもの」であるとしている。また、２００６年には中央教育審議
会から出された答申「学士課程教育の構築に向けて」において「初年次における教育上の配慮，高大連携」
(ｐ35)として「初年次教育」の重要性への言及もなされている。このことから、少なくとも２００６年には「初
年次教育」は必要不可欠なものとしてすでに捉えられており、避けられない話題となっていたということが
言えるだろう。
加えて、山田他(2005)は、私立大学を対象に実施した「導入教育」の現状について質問紙調査’２を用いた
調査結果を報告しており、学部における「導入教育」の実施開始時期についても尋ねている。なお、「導入
教育」について必ずしも共通理解が得られているとは言い難く、「導入教育」の捉え方が回答に大きく影響
すると考えられることから、「導入教育」の定義を、①補習教育(大学での学習・研究の前提として必要で、
かつ本来高等学校までの教育において習得すべき内容の教育)、②スタディ・スキル(一般的なレポート・論
文の書き方や文献の探し方、コンピュータ・リテラシー)の教育、③スチューデント。スキル(大学生に求め
られる一般常識や態度)の教育、そして、④専門教育への橋渡しとなるような基礎的知識・技能の教育、の４
つの側面を掴善するための－年次教育とした上で調査を行っている。さて、学部における「導入教育」の
実施開始時期であるが、早くから開始している学部がごく少数存在している一方で、1991年以降は増大の
一途をたどっており、学生の学力低下がマスメディアを通じて注目を浴びるようになった1999年からは急
増しているという結果が得られたことから、「導入教育への取り組みはいまだ緒に就いてばかりなことは確
10文部科学省(2006）「大学における教育内容等の改革状況について｣。本調査で使用された２００４年度(２００４年５月１日
現在)の大学数(全７０９校)の設置者別内訳は、国立８７校、公立７７校、私立５４４校、および放送大学1校であり、学部
数(全1,832学部)については、国立３５５学部、公立144学部、私立Ｌ308学部、および放送大学ｌ学部であった。
１１文部科学省.(2008）「大学における教育内容等の改革状況について｣。本調査で使用された２００６年度(2006年５月１日
現在)の大学数(全７３１校)の設置者別内訳は、国立８７校、公立７５校、私立５６７校、および放送大学１校であり、学部
数(全Ｌ９３４学部)については、国立３５７学部、公立１６１学部、私立１．４１５学部、および放送大学ｌ学部であった。
１２調査は２００１年１０月から１１月にかけて全国私立大学の1170学部の学部長を対象に調査を実施し、636学部から回答を
得ている。回答学部の内訳および回答学部に占める割合は、人文113(17.8％)、社会214(336％)、理工８２(129％)、医歯
Ｚ，(４６％)、農水６(0.9％)、総合125（１９７％)、芸術体育３３(５２％)、看護鍼灸保健薬３４(５３％)であった。
西川憲4０
Table２「問５．入学後のリメデイアル教育(補正教育・補完教育)で実施している、または実施を予定している内容は
何ですか(複数回答可)」に対する回答（ｎ＝131）
全体に対する割合回答数回答内容
Ｌ国語
２英語
3.数学
4.理科
5.小論文。文章表現力
６－股常識
7.その他
％
％
％
％
％
％
％
０
７
４
８
１
２
２
６
６
０
８
２
９
２
１
２
５
一
コ
２
１
１
５
６
７
９
２
６
２
３
６
７
２
１
１
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Table３「問６．どのような形態で、入学後のリメデイアル教育(補正教育・補完教育)を行っていますか、または
行う予定ですか(複数回答可)」に対する回答（、＝131）
回答数 全体に対する割合回答内容
Ｌ学内の教員が行っている、または予定
2.高校教員を招いて行っている、または予定
3.民間業者に委託し学内で行っている、または予定
４民間業者に委託し学外で行っている、または予定
5.民間の通信教育を利用している、または予定
6.その他
５
３
５
０
０
８
０
１
１
１
１ ％
％
％
％
％
％
２
９
５
０
０
７
０
９
１
３
８
１
１
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か」（ｐ３)であると述べている。この指摘も踏まえて推察すると、1999年頃には多くの大学で「導入教育」
を取り入れざるをえないと感じ始め、２００６年頃には不可避な問題であると徐々に認識されるようになって
きたということになるだろう。
それでは、「初年次教育」として日本の高等教育の現場ではどのような形態で実施され、どのような内容
が取り組まれてきたのであろうか。（財)日本生涯学習研究所が２００６年に実施した「大学の新入生教育に関
する現状調査」’３において、「貴学では入学者の学力低下や未履修が問題になっていますか」の問いに対し
て８割以上の学校が学力低下や未履修について問題となっていると回答しており（Tableｌ)、その対策につい
て尋ねたところ(複数回答可)、プレアドミッション教育(準備教育)を全学部または－部学部で実施している
と回答した大学は全体の56.7％、プレースメント･テストについては全体の553％、入学後のリメデイアル
教育については全体の37.5％、初年次教育については全体の285％であった。なお、リメデイアル教育はプ
レ・アドミッション教育やプレースメント・テスト実施と比べて低いが、「実施を検討中」および「実施を
検討したい」についての回答を観ると、逆にプレ・アドミッション教育やプレースメント・テスト実施を大
きく上回っていることから、今後実施する大学の増加が見込まれると分析している。
リメデイアル教育として実施している、または実施を予定している内容についての問い(複数回答可,、＝
131)では、理科が５８８％と最も多く、数学(50.4％)、英語(267％)、国語(160％)の11頂であった(Table2)。これは
未履修問題を抱える理系の学部が積極的に取り組んでいることによるものと分析されている。さらに、リメ
デイアル教育を実施形態(実施予定も含む)についての問い(複数回答可,、＝131)では、「学内の教員が行って
いる、または予定」が全体の802％と最も多く、「民間業者に委託し学内で行っている、または予定」
(115％)、「高校教員を招いて行っている、または予定」（９９％)と続いた。ただ、「その他」が全体の13.7％を
占めており、その大部分は元高校教師や予備校の講師が行っているとする回答であったことから、リメディ
アル教育は高校教育の補修が目的と捉え、元高校教師や予備校の講師に依頼するケースも目立っている、と
l］２００６年２月～３月、全国の公立・私立大学(国立大学・大学院大学・通信制大学は除く）６１５校に対して、郵送にて調
査票を送付し、郵送またはＦＡＸにて調査票の回収を行う形で実施された。回収数は２９１校(回収率４７２％)であった。
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指摘されている(Table３)。
これらから浮かび上がってくることは、学生の学力低下や末履修ということに対して重要な問題と認識し
ており、積極的に対策を採ろうとしている姿である。このことは文部科学省(2008)の調査とも重なるところ
である。そして、２００６年時点では理系の学部が喫緊の問題として理科や数学といった教科に対して積極的
に補習教育としての「リメディアル教育」を行っていたということである。つまり、高校段階の補習的性格
を帯びたものとして「初年次教育」が行われていたものと考えられる。また、多くの大学で学内の教員(非
常勤を含む)が行っていたとはいえ、その内容的側面から元高校教師や予備校の講師に依頼するケースも目
立っていたと指摘していることから考えると、おそらく大学教員の多くはこの「未体験」の事態にどのよう
に対処していけばいいのかという方向性や術を見いだせず、「出口」を求めてもがいていたのではないかと
推察される。
さらに初年次教育の動向を理解するために、渡邊(2007)の調査報告を概観してみたい。渡邊(２００７)では、
日本の高等教育における「初年次教育システム」のあり方について具体的な手かがりを得るための予備調査
として、国内のすべての大学を対象にしてさまざまな観点から質問紙調査を行っている’４が、ここではそ
のうちのいくつかの項目について概要を紹介する。なお、各調査項目とも、全学的、または学部・学科単位
での実施について尋ねられた。まず、初年次学生対象の教育カリキュラムや授業科目を設けているかどうか
を９つの選択肢で尋ねた問い(複数回答可、、=463)では、「スタデイスキル・アカデミックスキルの増強」
(327大学)、「(英語、数学、理科系科目等の)基礎学力の増強」（295大学)が特に重視され、また「学びへのモ
チベーションの増大」（225大学)、「専門分野に関連する知識の増強」（225大学)、「自己探求・キャリアデザ
インの構築」（213大学)についても考慮された授業科目が設けられる、あるいはカリキュラムの中に意識的
に取り入れられていることが明らかになった。特に、「基礎学力の増強」が重視されている傾向が示されて
いることから、初年次教育の現場で、リメディアル教育的側面を無視できない状況が実際に存在している可
能性を示唆しているとしている。また、大学種別や大学規模によって、初年次教育に関する授業科目やカリ
キュラムに関する取組みの様相が異なっており、大学種別では国立大学法人が他よりも授業科目・カリキュ
ラムを多く設置し、大学規模別では、大規模になるほど授業科目・カリキュラムを多く設置している可能性
があることも明らかになった。
教育・学習・学生生活面に関して初年次学生を支援する何らかの仕組みが備わっているかどうかを９つの
選択肢で尋ねた問い(複数回答可、責任主体も記述、ｎ=463)では、「カウンセラー等専門職員(含非常勤職員）
配置｣、「アドバイザー／担任が主体となっている相談窓口」、「各科目の担当教員によるオフイスアワー｣、
「ハラスメントに関する相談窓口」が多く実施・設置されている実態が明らかになり、大学種別では国立大
学法人が他よりも教育・学習支援体制について多くの設備を置いていること、大学規模別では、大規模大学
であるほど多くの設備を置いている可能性が高いことも明らかになった。
入学時期前後に初年次学生を対象とする一斉学力テストを実施しているかどうかを４科目(英語・数学・
理科・その他)について実施規模。時期・目的とともに尋ねた問い(複数回答可、責任主体も記述、、=463)で
は、英語について全学的または学部・学科単位で実施していると回答した大学が回答大学数の６害|I程度(286
大学)である一方で、数学および理科では「実施していない」と回答した大学がいずれも６害１にのぼること
が明らかとなった。英語に関しては、実施時期では入学直後が267大学と最も多く、実施目的としては習熟
度別クラス編成のためとしている大学が255大学と最も多かった。大学種別では特に私立大学が他よりも多
くの科目で一斉学力テストを実施しており、大学規模別では、大規模になるほど多くの科目で一斉学力テス
トを実施している可能性が高いことも明らかとなった。
入学後に初年次学生を対象とする学業成績・学力チェックを実施しているかどうかを４項目(アドバイ
ザー制・成績追跡調査・試験結果参照・その他)についてその実施の有無を尋ねた問い(複数回答可、責任主
１４日本国内の700大学(国立大学法人８１大学、公立大学・公立大学法人６７大学、私立大学552大学)を対象とし、2006年
４月から７月にかけて、５つの調査項目が設定された調査冊子と返信用封筒の各大学への発送準備および発送作業、各
大学からの調査冊子回収、およびデータベース作成作業が行われた。郵送数に占める回答率は、国立大学法人
77.8％(63大学)、公立大学・公立大学法人７９｣％(５３大学)、私立大学62.9％(347大学)であり、総回答率は661％(463大
学)であった。なお、大学種別(国立法人、公立大学・公立法人、私立大学)と大学規模(１学部構成、２．３学部構成、４
学部以上構成)の２つを独立変数として設定し、それを元に回答大学を９つのカテゴリーに分類して分析された。
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体も記述、、=463)では、入学後の学力チェックを実施している大学はそれほど多くないものの、「アドバイ
ザー制」に基づく指導体制については全学的または学部・学科単位で実施していると回答した大学が回答大
学数の６割程度(284大学)であるが明らかとなった。大学種別では特に国立大学法人と私立大学で学力
チェックを実施しており、大学規模別では、４学部以上の規模の大学で特に学力チェックを実施している可
能性が高いことも明らかとなった。
これらのことから、渡邊(2007)は、全体的な像として各大学がそのひとつひとつが「初年次教育システ
ム」として機能しうるさまざまな取り組みを複数並行して実施することで初年次学生のサポートを試みてい
る現状が浮かび上がったとしている。例えば、大規模な大学であるほどさまざまな取り組みがなされており、
特に学部・学科単位での取り組みが多くなっていることを挙げ、学生への教育が行き届きやすくなる点では
合理的な意味はあるものとしている。また、公立大学・公立大学法人の取り組み状況が比較的地味に見える
点については、初年次教育を実施していないからではなく、さまざまな地道な取り組みをしているにもかか
わらず、地域に根ざした教育を重んじた結果として、自らの取り組みを高く評価し、広く公開することに慣
れていないからであろうと推察している。ただ、情報開示の重要性は公立大学・公立大学法人に限ったこと
ではなく、各大学が、実施している取り組みを再評価し、その取り組みの結果としてどのような教育的成果
が生じ、どのような問題が生じたのかを眺め、積極的に相互に情報発信していくことが今後重要になってく
る、と指摘している。そうすることによって、各大学が自身の教育のあり方を考えるヒントを得、改善を進
めやすくなることを理由に挙げている。さらに、「初年次教育」の位置づけとして、「初年次」だけを考え
るのではなく、学士課程教育全般を見渡した上で初年次にどのような教育を行っていくのかを考え、カリ
キュラムや支援体制を作っていくことが重要である、と指摘している。したがって、各大学は、初年次教育
をどのように学士課程教育に組み入れるか、学内での小。中規模単位で行われている優れた取り組みについ
ていかにして実質を損なわないように全学的に組織化するか、などの観点から各自がすでに取り組んできて
いることを再評価するとともに具体的情報を相互に積極的に交換し、その結果として情勢に適応するべく組
織化かつ構造化した初年次教育システムづくりと評価を続けていく必要があるとしている。
さて、渡邊(2007)の調査から、渡邊も指摘しているように、全体像としては各大学が「初年次教育」にお
いて複数の取り組みを並行して実施している現状がうかがえる。ここで、設定されている教育カリキュラム
や授業料目として「スタディスキル。アカデミックスキルの増強」と並んで「基礎学力の増強」が６割を超
えていると報告されていることに注目してみたい。「基礎学力の増強」はリメディアル教育的な側面を含む
ものと推察され、その意味では「初年次教育」とは同義とはいえないだろうが、それでも初年次学生に対す
る取り組みとして重要視されている背景には他の調査報告で観てきた「学生の学力が低下してきている」と
感じていることへの危機感があるのではないかと推察される。しかし、他の調査項目から、入学前後に初年
次学生に対する一斉学力テストの実施や入学後の初年次学生の学業成績・学力チェックといった、「学力の
実態把握」の手段ともいうべき方策がそれほど実施されていないと報告されていることから考えると、もし
他の判断材料があったのならば別だが、果たしてどのようにして各大学は自身が受け入れた学生の「学力実
態」を把握していたのだろうかとの疑問が浮かんでくる。教員自身の経験的直観によるもの、大学相互の情
報交換によるもの、報道などから間接的に得たものなど、いくつか判断に至る根拠となったであろうと推測
されるものはあるが、その判断が少なくとも大学個々の実像に迫るものであったと願うところである。また、
西垣(2007)は渡邊(2007)が実施した質問紙調査の位置づけと背景について解説しているが、その中で、初年
次教育を考える際の重要な視点として以下のように述べている。
なお、忘れてはいけない重要な視点として、初年次教育は学士課程教育の一環であり、初年次学生
の大学生活への適応という点にのみ特化したものではないということがある。（中略)初年次教育とは
粒のそろった教えやすい学生を作ることではない。初年次教育は初年次学生のためにアレンジされて
いる必要はあるが、学士課程カリキュラムにおいて異質な教育であってはならず、学士課程教育の本
質を反映した教育でなければならない。（ｐ９６）
さらに、初年次教育に対して、高大連携、専門教育への導入、およびリメディアル教育的役害Ｉを日本の大
学教育では期待しがちであるため、「初年次学生の学力等の格差を均一化し教育しやすい学生を作る機能を
持つもの｜とのイメージが持たれやすいが、「むしろ重要な目的は、学士課程教育の出発地点にいる学生が、
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自分のこれからの学習をデザインし、学士課程を終えた後のキャリアデザインを含め、自らの人生をデザイ
ンできるようになることである」（p９７)として、①初年次教育関連プログラムの全学的取り組みを含むシス
テム化、②新入生の学習履歴のより深いレベルでの理解、の２つの観点から日本における初年次教育のあり
方を検討するためのプロジェクトとして、渡邊(2007)の質問紙調査など複数の研究が展開されたと述べてい
る。このことからも、日本の高等教育においては補習・補完的性格をもつ「リメディアル教育」が初年次教
育の重要な要素となっている現状がうかがえるが、西垣(2007)が指摘するように、「初年次教育」をどのよ
うに大学個々が自身の学士課程教育に位置づけているかという点が、将来的なその大学の発展的成功の鍵を
握るものと考えられる。そのため、リメディアル教育的な側面ばかりに囚われるわけにはいかないだろう。
この点ではアメリカの高等教育の場合も同様であったと思われるが、一方で日本の高等教育において「リメ
ディアル教育」の側面が重視されがちな傾向にはアメリカの場合とは異なる社会的背景も関係しているもの
と言えるだろう。次節では、これまで観てきた日本とアメリカの「初年次教育」への取り組みを比較し、日
本の高等教育における「初年次教育」をどのように進めていくべきかを考えるための手掛かりとなりそうな
点を探っていきたい。
２－３日米の「初年次教育」比較と今後の日本における「初年次教育」への手掛かり
２－１，２－２で日本とアメリカそれぞれの高等教育における「リメデイアル教育」および「初年次教
育」の諸相について概観してきた。両国での実践においては類似点も多く観られる｡例えば、「リメデイア
ル教育」では当初アメリカにおいて発達してきたということもあり、日本での実践を考える際においても場
面によってはアメリカでの実践を参考とすることがあったのだろうということは想像に難くない。￣方で、
日本とアメリカそれぞれの高等教育を含めた「教育」に対する考え方、捉え方および社会的要請、あるいは
社会情勢など、双方の高等教育を取り巻く環境には差異も観られるため、アメリカでの実践が必ずしもその
まま日本においても有効であるとはいえないことも＋分考えうることである｡ただ、両者とも、高等教育の
質の向上を目指すとともに、時代の要請に応えうる高等教育の姿を「現在も」模索しているということでは
異論はないであろう。そこで、これまで概観してきた日本とアメリカそれぞれにおける「リメデイアル教
育」および「初年次教育」への取り組みについて背景的な側面も含めて比較・整理してみたい｡
まず、日本．アメリカ双方の高等教育とも、大学のユニバーサル化という段階を迎えることによって、
「多様化」という問題に対して早急に対策を採らざるを得なくなってきたこと、そしてその端緒として「基
礎学力補完」という学力面でのケアから始められたという共通点を見出すことができるだろう｡いずれの場
合も、大学のユニバーサル●アクセス化を契機として、それまで持っていた「伝統的学生」のイメージとの
ずれが生じ、特にそれまで想定されていた大学教育の「教育水準」とのギャップに対して取り組まなければ
ならなくなったということがある。大学が教育機関であると同時に学術研究機関でもあることに加えて、￣
定期間内において入学してきた学生を「高等教育として到達すべきであると社会的通念として想定される水
準」に導くことが期待されていることから考えれば、その基盤となるべき￣定の素養を前提としてそれまで
の大学教育のカリキュラムが考えられていたとしても不思議ではない。しかも、高等教育はある意味
mopen-endedⅡな教育を提供するものであり、その点から観ても、前提を想定することは-1-分考えられること
である。そのため、前提としている「基盤となるべき一定の素養」のレベルに到達できていない者に対して、
学習を支援するさまざまなサービスを提供して、学生たちをできるだけ早く大学教育の入り口に誘うことが
最優先課題と捉えたことが、最初の試みとして「基礎学力補完｣、すなわち「リメディアル教育」を行うこ
とへと向かわせたと言えるだろう。しかし、当初想定された内容が「高校段階の補習」という性格を持つも
のであったことなどから、大学教育の「質」が注目され、そのため大学教育自体の意義を問われかねない状
況を迎えることとなり、日本●アメリカ双方とも次の段階へと改善が行われていくことにもなったのである。
ただ、「リメディアル教育」を提供する対象として想定された学生の範嬬について、日本とアメリカとで
は異なる面があることを確認しておきたい｡アメリカは移民を経験することで、多様な文化的背景を持つ者
たちから構成されている国家となっており、そのため多様性を意識せざるを得ない環境にあると言える｡加
えて、移民時期などの要因から民族グループと社会における経済的地位が比較的連動している傾向があるた
め、文化的背景の多様性に対応することは貧困などの経済的格差に対して取り組むことにもつながっている
と言えるだろう。経済的格差や民族問題の解決を目指す過程において中等後教育として大学への進学を後押
しする政策が採られることで、大学へのユニバーサル●アクセス化が進むことになり、「多様な文化的背景
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を持つ学生たち」が中等後教育として大学へ進学してくることとなり、彼らに提供される教育の一環として
「リメデイアル教育」が行われることとなったのだが、その「多様な文化的背景を持つ学生たち」とは、こ
れまで観てきたように、アフリカ系アメリカ人などのような民族的立場に関係する者、女性、成人、学力不
足の者などであり、必ずしも中等教育修了後すぐに高等教育へと進んだ者ばかりではなかった。一方で日本
では、大学へ進学する対象として一般的に想定されているのは高校教育修了直後、すなわち中等教育修了直
後であることから、高等教育を志望すると考えられる１８歳人口の動向が注目されることとなり、この世代
の学生がどのような生育歴、学習歴を持っているのかが高等教育関係者にとっては重要な関心事であると言
える。また、その後の社会的成功に大きく関わるものとして大学教育を捉える社会的風潮もあるため、「高
校から大学への接続」という側面を無視できないという実情もある。したがって、この世代の学生の動向を
踏まえる形で「大学全入時代」という話題や「学力の低下」という議論があり、これらの状況に対応するた
めに多くの場合この世代を想定したさまざまな施策が考えられ、大学において「リメディアル教育」を実施
する対象として主に想定されたのもこの世代の学生たちということになる。このように、日本とアメリカと
では大学が受け入れる対象の想定が異なることから、「リメデイアル教育」の内容はもとより、初年次学生
対象プログラムを改善していく方向性についても必ずしも同一とは言えないだろう。もちろん、日本におい
ても生涯教育の充実という側面にも光が当てられるようになってきているため、アメリカでの取り組み改善
の成果ということも取り入れていく必要はあるだろうが、現段階において日本での「初年次教育」の方向性
を考えるとするならば、先行するアメリカでの実践を大いに参考にしつつも高校段階修了直後の世代への対
応を出発点として改善を行っていくことになるであろう。
また、日本。アメリカ双方とも補完教育としての「リメディアル教育」を提供するだけではうまく機能し
ないということから、「リメディアル教育」も含めた「初年次教育」を学士課程教育の中にどのように位置
づけるかという議論が進み、初年次のみに注目するのではなく、学士課程教育の一環として「出口」を見通
した上で「初年次教育」を考える方向性が見出されていることも共通するところである。日本の場合、「初
年次教育」への取り組みはまた日が浅いこともあり、高等教育の現場においてこの捉え方は必ずしも一般的
なものとはなりえておらず、そのため各大学の取り組みの充実度にはばらつきがあると言ってよいだろう。
一方で、先行するアメリカにおいては、入学水準の向上、４年制大学への進学、より短期間での学位取得、
リメデイアル教育提供機会の増加、経費節減への努力などへの社会的圧力があり、それぞれに対して説明責
任を果たさなければならない状況にある。そのため、個々の大学が提供する教育の質や効果の検証を行うこ
とによって、学士教育課程の一環としてどのように適切に初年次教育を組み入れるかが検討され、また、実
施された初年次教育の内容についての検証も進んできている。例えば、大学内の各部局に散在している財政、
学生、教学などに関するさまざまな情報が多くの機関ではＩＲ(InstitutionalResearch)と呼ばれる部門において
集積・管理されており、大学の教育改革および組織改革を支援している。この部門は1980年代以降に学生
の多様化が顕著となってきたことを受けて、学生に関わるさまざまなデータを集積して教育に生かすという
趣旨のもと多くの大学に常設されることとなったものである。その後、高等教育への財政配分縮小と説明責
任という問題に直面することにより、大学の意思決定にとって不可欠な情報を分析するのに不可欠な部門と
なっている。この機関は大学という機関全体の情報を管理している機関ということから、戦略計画を策定す
ることだけでなく、大学の自己評価報告書を作成することも可能である。自己評価報告書は基準認定機関へ
の報告書と関連することはもちろん、パフォーマンス・ファンディング(PerfbrmanccFunding)'5の基礎データ
ともなりうる重要なものである。したがって、予算配分を多く獲得するためには、教育課程の質を向上させ、
学生への教育成果を上げるという実績を積み重ねることが重要であるが、この自己評価報告書を作成するこ
とで改善すべき点なども把握することができ、教育改革にも役立てることができる。日本の大学においても、
各大学の取り組みに対する説明責任を果たす必要からこのような機関が整備されていくことになろうが、い
ずれにしても、大学の全体像を把握するためにもそういった機関において集積された情報を基にして、初年
次教育をどのように構成し、学士課程教育の中にどのように位置づけていくかを改善・発展させることが重
要であると言えよう。
さて、これまでも観てきたように日本とアメリカでの「リメデイアル教育」登場の経緯については比較的
[氏山田(2005)は、江原＆杉本(2005)の説明を引用し、「州立の大学を対-象に、各大学が過去に達成した実績をもとづいて
予算配分を行う施策で、個別大学の実績評価と予算配分を連動させた大学政策である」と解説している。
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よく似ており、さまざまな社会的要因により「初年次教育」を発達させることとなったことも同様であると
言えるが、一方で「リメディアノレ教育」を提供する対象として想定されている学生の範嬬について日本とア
メリカで異なっていることなど、社会からの要請や大学教育の捉え方といった、その背景にある要因の違い
によって日本とアメリカでの取り組みの差が生まれていると考えられる。例えば、大学のユニバーサル・ア
クセス化によって「リメディアル教育」を提供することとなったという点は日本の高等教育もアメリカの高
等教育も同様であったことは先程述べたが、アメリカにおいてはそれ以前には新入生を対象としたオリエン
テーションの要素を持たせた科目として「フレッシュマン・オリエンテーション科目」が存在しており、そ
の内容は大学生活と学習への適応を促進することを重視したものであったことは見逃せない。すなわち学習
面だけでなく、大学という「コミュニティー」の一員であるという面も取り組むべき課題として早くから認
識されていたわけであり、この発想自体は現在''First-yearExperiencenやⅢFirst-ycarSeminar1'として行われてい
る「初年次教育」においても受け継がれていることから考えると、大学教育というものを単に「学術研究の
場」としてではなく、「知を育む学びの場｣、「人格形成の場」という教育的側面が重要視されていると言え
るだろう.一方で日本においては、大学設置基準の大綱化以降、大学教育は専門教育を中心とした学部教育
の編成へと進み、結果として一般教育課程ないし教養部の改組・解体が多くの大学で進行するといった教養
教育が軽視される風潮を生むこととなっていた。このことから推察すると、日本の高等教育において大学と
いう存在はどちらかと言えば「学術研究の場」という側面が強く前面に押し出されているものであるという
傾向がうかがえる。これについては、カーネギー教育振興財団が1992～１９９３年にかけて実施した高等教育
制度に関する国際比較調査から、日本の大学教育関係者の多くが自身のことを教育者としてというよりはむ
しろ研究者として捉えており、そのため日本の高等教育には研究重視の傾向があると指摘されている’６こ
とから、すでに日本の高等教育において内在していたものが、大綱化を受けてよりはっきりと顕在化したと
言えるだろう。アメリカにおいても、かつては大学が「象牙の塔」として社会から隔絶した孤高の存在で
あったであろうが、時代の変化にともなって変革していった結果、教育を重視する立場へとならざるをえな
くなったことを考えれば、日本の高等教育においても、社会に対して説明責任を果たさなければならない以
上、「教育機関」としての機能の重要性を無視することはできないだろう。したがって、「教育機関」とし
ての機能を重視しつつ、各大学が実情に合わせて「学術研究機関」としての機能と「教育機関」としての機
能との最適なバランスをいかに見出していくかが、日本の学士課程教育の構築、ひいては「初年次教育」の
あり方を考える際には非常に重要であると言える。
また、大学への学生受け入れ体制についても日本とアメリカとでは違いが観られる。アメリカの新入生は
専攻未決定で入学してくるのが一般的であり、１，２年次生では一般教育を履修しながら、徐々に専攻分野
を決定していくことになる。一方、日本の新入生は大学進学を考える時点で既に専門分野を決定し、専門分
野に関わる学部別に入学してくることが一般的である。この違いは「初年次教育」をどのように行っていく
かということにも大きく関わってくることになろう。実際、日本の高等教育において「学力の低下」が言わ
れるようになった際に、未履修問題に絡んで理系の学部が積極的にリメディアル教育に取り組んでいたこと
も、早い時期から専門教育も提供している状況と連動する動きである一例と言えるだろう。現在のような大
学への受け入れ体制が変わらないとすれば、こういった点も勘案して「初年吹教育」を考えなければならな
いだろう。
それでは、これらのことを踏まえて、今後日本の高等教育における初年次教育はどのような状況へ向かう
べきであるのか、吹章においてその方向性を考察していきたい。
ａ日本の高等教育における「初年次教育」が進むべき方向性とは
「初年次教育」は学士課程教育の一環として機能するものであり、新入生が大学生活に適応することのみ
を主眼としているわけではないことはこれまでにも観てきたとおりであり、この点については異論はないだ
ろう。さらに、西垣(2007)が指摘していたとおり、「初年次教育」においてなされるべきこととは、教えや
すいように学力的に粒の揃った学生を作ることなのではなく、学士課程教育をスタートする学生が大学４年
間または６年間における自分の学習設計を立て、学士課程教育修了後のことも含めて自らの人生設計につな
がるように導くことであると言える。また、山田(2012)では、「初年次教育」とは、２年次以降の各年次へ
1６藤村(2005)、Yamada(2007)を参照のこと。
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の橋渡し的なプログラム、または４年間の学士課程教育全体をプログラムとみなした場合の第一ステージと
して位置づけられるべきものであるとして、その設計思想と到達目標は、①大学生活に移行する際の支援、
②基礎的学術技術(アカデミック・スキル)の獲得、③キャンパス資源とオリエンテーション、④新入生の自
己肯定感(selfcsteem)の向上、の４点に集約されており、その結果として、④学業と生活の両方を充実して
過ごせるように支えること、⑧大学というコミュニティーの一員である感覚を学生同士が共有すること、の
２点に置かれていると述べている。すなわち、「初年次教育」が専門教育のための下地作りとしてのみ機能
するものではないと言えるだろう。さらに、山田(2012)は、このような「初年次教育の成果が学士課程教育
の基盤となり、成果につながる」という捉え方がいまだ高等教育全般には浸透していないことが課題である
とも指摘している。これは西垣(2007)が、初年次教育が学士課程カリキュラムにおいて異質な教育であって
はならないと指摘していることとも通じるものである。これまで、「初年次教育」と「リメディアル教育」
とが混同または同義のように捉えられることもあり、大学によっては「初年次教育」の名のもとに実質的に
は「リメデイアル教育」を行っていた、あるいは現在も行っている、ということもあろう。しかし、「リメ
ディアル教育」は補完.補習的|生格の強いものであり、それだけでは必ずしも大学教育への接続にはなりえ
ないと考えられる。「リメディアル教育」から「デベロップメンダル教育」へと、呼称ばかりでなく内容面
でも変化が起こってきたこともその一端であると言えるだろう。したがって、もし「リメディアル教育」的
な要素を「初年次教育システム」の中に採り入れる必要があったとしても、「批判的・論理的思考の熟成」
などのスタディー。スキルやアカデミックスキルの育成などと結びつけるなど、学士課程教育の本質を反映
したものとなるよう考慮すべきであると考える。現在、初年次教育においては「協働学習」や「能動的学習
(Activelearning)」に関する学習理論が参照される場合が多い(山田,2012)とも言われており、このようなこ
とも参考になるだろう。
また、各大学において学士課程教育の一環として組み入れるために「初年次教育」の内容を検討し、実施
検証、改善をしていくためには、当然のことながら現状の把握と分析は不可欠であることは言うまでもない。
個々の取り組みについて検証・改善が行われることはもちろんであるが、渡邊(２００７)で指摘されていたよう
に、学内で行われている小・中規模の優れた取り組みをいかにその質を損なわずに全学的に組織化していく
かが重要であるとするならば、大学内で行われているさまざまな取り組みや、学生、教学などのさまざまな
情報を集積し、分析や精査を行って、大学内のあらゆる部署および構成員において適切な形で共有されるこ
とが不可欠である。しかも、集積、分析、および共有という過程を経て、例えば各学部。学科内で取り組ま
れている個々の取り組みが他の学部・学科でも取り組まれていることであることが判明したならば、連携・
統合などをしていくことでより質の高い有機的な取り組みへと発展させることを可能にし、また、学内の教
育リソースを新たな取り組みへと振り向けることもできるのではないかと考えられる。集積、分析、共有す
ることから関係する各部署間の有機的な連携も構築でき、「初年次教育」の質的向上、ひいては大学の提供
する学士課程教育の充実と質的向上にも生かせるのではないだろうか。渡邊(2007)の質問紙調査では、初年
次学生を対象とした教育カリキュラムや授業科目として「スタディスキル・アカデミックスキルの増強」や
「(英語、数学、理科系科目等の)基礎学力の増強」といったものが多くの大学で設けられていたり、「カウ
ンセラー等専門職員」や「アドバイザー／担任を主体となっている相談窓口」といったような初年次学生を
支援する仕組みが多くの大学において採り入れられていたりする一方で、初年次学生の入学時期前後および
入学後における学力把握がさほど行われていないと思われる実態が報告されていたが、実施の効果検証と改
善のためにはやはり学生に関わる情報を的確に把握することは重要であろう。初年次学生の学力チェックと
してアドバイザー制による指導体制を全学的または学部・学科単位で採り入れているという事例の報告は
あったが、少なくともこのような形でも学生の実態把握をすることは重要であると考える。
さらに、上記のような現状把握と分析を行って情報を適切な形で共有した上で初年次教育ならびに学士課
程教育を考えていくとした場合、次に重要となってくることは、個々の学部・学科単位ではなく大学全体と
して学生にどのような教育を施すのかといったことを、大学を構成する全構成員で真剣に考え、連携して取
り組むということが挙げられよう。これは、学内での小・中規模単位で行われている優れた取り組みについ
ていかにして実質を損なわないように全学的に組織化していくかが重要である、とする渡邊(2007)の指摘と
も関わっている。また、昨今では、大学全体、特に教育面について基準認定機関のような第３者機関が評価
を行う認証評価制度による質保証が義務化されてきており、その点からも重要と言えるだろう。したがって、
先述したような学部。学科間で各取り組みの有機的連携・整理・統合なども、このような観点から考えると
日本の高等教育における初年次教育はどこへ向かうべきか 4７
必要になってくる作業でもあろうし、場合によっては、学部・学科と教育に関わる各部署(Ｃｅ・学習支援・カ
ウンセリングなどを担当する各教育センター)との協業ということも十分考えうることである。
加えて、教養教育と専門教育との関係もこの点とも関係してくるであろう。大学教育の本来の姿とは、学
内において教養教育と専門教育とが連続性を持って有機的に結合することによって学士課程教育を形成して
いるものであると考えられるが、「初年次教育」を学士課程教育に組み入れるとしたら、その多くは教養教
育の範囑と重なってくるだろうと推察される。したがって、教養教育、あるいは大学によっては「共通教
育」と呼ばれている部分の充実は欠かせないだろう。実際、教養教育(または共通教育)に関わる部分を再検
討し、充実させることで、大学の学士課程教育の質を維持し、また高い教育的評価を得ている大学も出てき
ている。筆者自身もいくつかの機関については実際に訪問してその取り組みを伺い、本学の取り組みの参考
にしたいと思うこともよくある。例えば、ある理工系大学では数学および理科に関わる共通教育部分につい
て、学部教育への土台となるべき基礎学力を身につけさせることを目的とし、全学的なものとしてさまざま
な組織的取り組みを行っている。一例として、数学と理科の融合的な内容を持つ数理科目群を段階的に設定
し、新入生の習熟度を基に各自の開始段階を指定してステップアップしていくようにしている。また、各専
門的系統においてどのような項目が将来の学習を進めていく基盤として必須となってくる内容であるのかを
整理し、それを系統立てて学習を進めるためのロードマソプとして提示するとともに、カリキュラムとも連
動させて各自が自分のペースでその各項目を理解し、またその成果が自覚できるような仕組みも提供してい
る。さらには、これらの学習をサポートする学内体制の一つとして学習相談などの支援施設なども設けてい
る。加えて、各学生の学習履歴を蓄積し、また分析することでこれらシステムの検証や改善なども行ってい
る。これら一連の取り組みは、その大学が学士課程教育の４年間とその後を見据え、自分たちの受け入れた
初年次学生に対してどのような「学びのプロセス」を提供できるかということをその大学自身の実情を踏ま
えて検討してきたものであるので、そのまま他大学に当てはめられるものではないが、全学的取り組みとし
て共通教育と専門教育との連続性を踏まえて組織的に構成されている点など、学士課程教育における初年次
教育システムの構築という面では大いに参考になりうる事例の一つと言えるだろう。ここで、学士課程教育
における教養教育と専門教育との関係性は、大学の持つ「学術研究機関」としての機能と「教育機関」とし
ての機能との関係性と似たようなところもあるだろうが、教養教育と専門教育とのバランスを場合によって
は再考すべきであろう。ここで、「大学全体として」学生にどのような教育を施すのかという観点から考え
るならば、教養教育(または共通教育)の担当者たちだけが「初年次教育」を考えればいいのではなく、専門
教育の担当者も含めて全構成員が「初年次教育の一端を担う者」として関わるべきものであるということに
も留意しておくべきであることは言うまでもないだろう。
それでは、以上のことを踏まえた上で、岡山理科大学の現状についても少し触れておく。なお、ここでは
事例の一つについて考察をしていくものとする。さて、岡山理科大学では、入門数学、入門物理、入門化学、
入門生物といった入門講座を２００５年頃から全学的に実施してきている。その端緒となったのは、やはり当
時問題とされた新入生の学力低下に対して対応するということであった。したがって、この入門講座は初年
次学生を対象とし、大学教育において必要とされる基礎学力の補完、すなわちリメディアル教育的|生格と、
その後の大学教育での学びへと誘うという橋渡し的性格を持つ科目として設定されているものである。また、
各入門科目とも２～３人程度が担当し、そのほとんどは高等学校での教授経験を持つ非常勤講師である１７．
年ごとに多少の変動はあるものの、この傾向は入門講座導入時から現在までほぼ変わっていない。なお、筆
者の所属する学習支援センターのメンバーにもこの入門講座に関わっている者がいる。ここで、実際の運用
面を観てみると、講義内容についてはどちらかと言えば基礎学力を補完するためのリメディアル教育的性格
の強いものになっているようにシラバスからは窺うことができる。また、科目によって違いはあるものの、
この講座で学んだことがその後の大学教育、例えば学部教育とどのようなつながりを持っているのかという
位置づけがやや暖昧であるように感じられる。特に後者については、例えば学科のカリキュラムにもこれら
入門講座と重複する内容を含んでいると考えられる科目が存在している場合が見受けられ、その学科開講科
１７２０１１年度の各入門科目の担当者内訳は、入門数学５名(内、非常勤講師４名)、入門物理４名(内、非常勤講師３名)、入
門化学２名(内、非常勤講師２名)、入門生物1名(内、非常勤講師１名)となっている。また、２０１２年度については、入門数
学４名(内、非常勤講師３名)、入門物理２名(内、非常勤講師１名)、入門化学２名(内、非常勤講師２名)、入門生物１名(内、
非常勤講師１名)となっている。
西川懲一4８
目と各入門科目との関係が必ずしも整理されているとはいえないことも関わりがあるものと推測される。各
学科にしてみれば、それぞれが受け入れた学生に対して大学教育へ誘うために必要と考えられる科目群を準
備し、提供しているものであると推察され、その点においては大事な取り組みであると言えるのだが、一方
で他学科などでも同様な取り組みが行われているのだとしたら、場合によっては取り組み内容の整理統合や
分担などを検討することで、より組織的な全学的取り組みへと練り上げていくこともできるのではないだろ
うか。さらには、その検討･過程において入門講座の位置づけも明確となり、より機能的なものにすることも
できるのではないかと推察する。
また、この入門講座も「大学教育における学びへと誘うための仕組み」として捉えるならば、当然のこと
ながら「初年次教育」の－つとして機能すべきものであると言えるだろう。その場合には、講義内容につい
ても検証と改善が重ねられていく必要があるだろう。入門数学では講義形態を工夫するなどいくぶん組織的
な取り組みを模索しているように見受けられるが、他の入門科目ではいくぶん科目担当者の創意工夫に依る
ところが大きいように感じられる。前述の通り、多くの科目担当者は高等学校での教授経験を持つ者であり、
高校段階までに求められる基礎学力の指導についてはその経験が存分に生かされると言えるだろう。一方で、
「高校段階までの教科学習」がそのまま「大学での学び」に結びつくとは限らないことを考えると、大学教
育へと導く「つなぎ」の役割をする仕組みも必要になってくる。したがって、彼らの持ち味を生かしながら
大学での学びへと誘うためには、大学の専任教員との連携や協業は不可欠であると言える。この連携や協業
を通して、大学教員側としても中等教育との接続への理解が深まっていくことにもなりうるだろうし、それ
によって岡山理科大学の「初年次教育」の一つとしてより機能しうる入門講座へと発展させることができる
のではないだろうか。
４．むすび：大学教育の新たな段階に対応していくために
日本における「初年次教育」が多くの大学で試みられるようになってから１０年ほどが過ぎたとはいえ、
本格的に「初年次教育」の議論や実践が深まってきたのは最近の数年間と言ってよいだろう。また、各大学
でその取り組みや理解の深度もさまざまで、しかも、現時点でもよりよい仕組みを模索し続けている途上と
いうこともあるだろう。しかし、現在行われているさまざまな取り組みは、受け入れた学生たちに対して大
学としてどのような教育を提供できるかということを各大学が考えてきた結果として出てきたものであり、
その過程においてはおそらく実施･検証・改善が繰り返されてきたことであろう。ともかくも、Yamada
(2007)でも指摘されているが、急速な大学進学率の増加に伴って日本での「初年次教育」は驚異的な勢いで
広がっており、また日本の環境に適応する形で独自の発展をしていこうとしている。また、現在のような概
念形成がなされる以前からその必要性を感じ取り、実践を熟成･発展をさせ、成果を上げてきている大学も
ある。反面、「初年次教育」に関する研究や実践報告が増えてきているとはいえ、それらを蓄積して体系化
し、大学教育に関わるすべての者にとって普遍化したものとなっていくにはまだまだ時間を必要とするだろ
う。例えば、「初年次教育システムを構築し、実施すること」に対して「大学の社会的評価を下げるもの」
という否定的イメージで捉える者がいないわけではない。しかし、これには「初年次教育システム」をどう
捉えるかによって期麟が生じている可能性も考えられる。大学を「知を探求し、昇華させる場」と捉えるの
ならば、「初年次教育」とはいわば「学生たちを知の探求へと積極的に誘うために組織的に構成されたさま
ざまな工夫や仕掛け」であり、学士課程教育の質保証という観点から考えれば大切な要素であると言える。
また、現実には「面倒見のいい大学｣、「学生をよく観ている大学」というように、適切な内容を盛り込ん
だ初年次教育を学士課程教育の一環として誠実に実施することは、社会的評価としてはむしろ肯定的である
と言えよう。筆者が勤務している大学においても保護者などからそのような肯定的な声を聞くことがあり、
今後ますます大学のユニバーサル・アクセス化が進行していくにつれて、「初年次教育」の重要性は増して
くるであろう。さらには、そのような多様性に対応した初年次教育を含む学士課程教育の構築は、将来的に
さらに多様な学生を受け入れることになった場合にも有効に機能させる基盤を作り上げていくことにも役立
てられるのではないかと考える。
繰り返しになるが、本格的な議論や実践が深まってきたのは最近の数年間である。場合によっては末整理
な部分もあるだろう。しかし、時代の変化を見据え、高等教育の質の確保しつつ新たな段階へと移行してい
くために、これからも研究や実践報告を集積し、醸成していかなければならないだろう。本論文も、その一
つになればとの思いから今後の「初年次教育」の向かうべき方向性を検討、考察してきた。筆者自身、勤務
日本の高等教育における初年次教育はどこへ向かうべきか 4９
校において「初年次教育」の一端を担う立場にあり、その改善や発展について模索しているところでもある。
大学教育に身を置く－人として、また教育に携わる者として、さらなる発展のために今後ともこの問題に取
り組んでいきたいと思う。
最後に、同僚諸氏や、筆者を支え、励ましてくださった方々へ、この場を借りて感謝の意を述べたい。
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Recently, many universities and colleges have introduced "first-year experience"(FYE) or "first-year
seminar"(FYS) to lead students to their success in college life. This trend is mainly due to a rapid decrease
in 18 years of student population and the subsequent dramatic transition from "mass" to "universal" higher
education in Japan. In addition, the amendment to the Standards for Establishment of Universities in 1991
strongly encouraged higher education institutions in Japan to be transformed. The establishment of the Japan
Association for Developmental Education (JADE) in 2006 and the establishment of the Japanese Association
of First-Year Experience at Universities and Colleges (JAFYE) in 2008 are good examples of approaches to
deal with these situations surrounding Higher Education in Japan. However, there are still several unresolved
issues left to deal with, and the transformations of many higher education institutions in Japan is "even now
being developed."
This paper tries to describe a path toward the future of first-year experiences or first-year seminars in
Higher Education Systems in Japan by reviewing and discussing studies and researches presented so far. The
United States has a long history of first-year seminars prior to Japan. Accordingly, at the beginning of
first-year seminars many challenges to first-year seminars in Higher Education in the United States were taken
as a model in many cases. Therefore, this paper has a brief overview of the history and the present situations
of first-year seminars in Higher Education in the United States and then traces the history and the present
situations of first-year seminars in Higher Education in Japan as well. Then, this paper attempts to identify
some issues which seem to be required to build better first-year seminar systems in university education
curriculums in Japan by comparisons and examinations of the situations of the two counties and by some
experiential intuition based on the author's educational activities and professional experiences.
Keywords: Higher Education; Remedial Education; Developmental Education; First-Year
Experience; First-Year Seminar; Academic Support; Mass Higher Education; Universal Higher
Education; Learning-Oriented Approaches.
